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成年後見制度に おける福祉の視点に つ い て
渡 部 朗 子
1. は じめに
1995年の ｢障害者プラン+ の な か で ､ 障害者の 財産管理や瞳利擁護を内容とする成年後見制度の 検
討を行なう こ とを明らか に した ｡ m ま た､ 1997年に介護保険法が成立 した が附帯決議の16で 自己決定
の 理念を尊重 した新たな成年後見制度の創設 に つ い て ､ 立法化を含め た検討を行い ､ 必要な捨置を
講ずる こ とを規定して い る ｡ そ して ､ 権利擁護 の理念 を念頭に お い た成年後見制度の 立法作業が 現
在進 められ て い る｡
成年後見法の対象者は､ ｢判断能力の 十分で はな い人+ で あり､ 具体的には､ 痴呆高齢者､ 知的障
害者､ 精神障害者が 考え られ て い る｡ これ らの 人々 はまた福祉の 対象者で ある こ と を忘れ て はい け
な い ｡ そ こ で ､.成年後見制度を検討する際考慮す べ き福祉の視点に つ い て 整理する ｡
2. 高齢者､ 障害者福祉の 理念
今日の社会福祉全体の 基本理念 は､ ノ ー マ ライ ゼ ー シ ョ ン ､ QO L(生活の 質) の 保障､ 人権保障
であると考え られ る｡ そ こ で ､ これ らの 理念 に つ い て 成年後見制度と の 関係を考慮 しな が ら検討す
る ｡
(1) ノ ー マ ライ ゼ ー シ ョ ン の 理念
ノ ー マ ライ ゼ ー シ ョ ン の理念の 源流 は､ 1959年に デ ン マ ー ク で制定さ れた精神遅滞者法に さか の
ぼる｡ ノ ー マ ライ ゼ ー シ ョ ン の概念 に つ い て は､ 三人の 代表的な提唱者の 定義を検討す る こ と に す
る. まず､ノ デ ン マ ー ク の バ ン ク ･ ミ ケ ル セ ン (N.E.Ba nk M ikkels en) は､ ｢ノ ー マ ライゼ ー シ ョ ン と
は精神遅滞者をそ れ自身と共に､ それ に よる障害を受け入れる こ と で あり ､ 彼ら に ノ ー マ ル な生活
条件を提供する ことで ある ｡ すな わち､ 最大限に発達 でき る よう にす る と い う目的の た め に ､ 障害
者個人 の ニ ー ド に あわせ た処遇や教育､ 訓練を含め 一 般市民が 支え られ て い る の と同じ条件を､ 彼
らに提供す る こ とで ある+ と して い る｡ (2)
同じく精神薄弱者福祉の 分野か らス ウ ェ ー デ ン の ニ ー リ エ (B.Nirie) は､ ｢精神薄弱 者の 日常生
活の様式や条件を社会の普通の環境や生活方法に で きる限り近づ ける こ と を意味する+ と し､ 具体
的に ､ ①1 日の ノ ー マ ル なリ ズヰ､ ②1週間の ノ - マ ル な リ ズ ム ､ ③1年間 の ノ
ー マ ル な リ ズ ム ､
④ライ フ サ イ ク ル で の ノ ー マ ル な経験､ ⑤` ノ ー マ ル な要求の 尊重､ ⑥異性との生 活､ ⑦ノ - マ ル な
経済的基準､ ⑧ノ ー マ ル な環境基準を､ ノ ー マ ライ ゼ ー シ ョ ン の 原則と して の権利で ある と して い
る｡ (3) ニ ー リ エ はまた1970年代の ア メ リカ の 巨大な コ ロ ニ ー (障害者の た めの総合施設) の非人間性
をっ き､ 大収容施設か ら彼らを解放して ､ 普通 の人間が営ん で い る ような家庭的な条件の 下で の 生
活に移す こ と こそが ､ 人間的な福祉の あり方で あると主張し ､ ア メ■リ カ の 脱施設化施策に も大きな
影響を与え た . (4)
ア メ リカ の ヴ オ ル フ ェ ン ス ペ ル ガ ー (W . Wolfe nsberger) は､ ｢文化的に標準で あ る個人 の行動や
特性を可能なか ぎりに確立するか あるい は維持するた めに ､ 文化的に 標準 にな っ て い る手段を可能
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なか ぎり利用する こ と+ と定義して い る ｡ (5)
こ の ような動き は､ 1970年代に入 ると国際連合の 世論 に も影響を及 ぼ し､ 1971年に採択され た ｢精
神薄弱者の権利宣言+ に ､ その 考え方は色濃く反映さ れ た｡ さ ら に1975年第30会国連総会に お い て ､
精神薄弱者､ 精神障害者､ 身体障害者をす べ て 包括する ｢障害者の 権利宣言+ が採択さ れた ｡ こ の 中
で は､ 障害者を ｢先天的か否か に か か わらず ､ 身体的ま た は精神的能力の 欠如 の た め に 普通 の 個人
また は社会生活に 必要な こ とを自分自身で完全 また は部分的に 行う こ との で きな い 人 の こ とを意味
する+ と定義 して ､ 障害とい う特別事情また は特性 へ の配慮が個別的 に加え ら れ て こ そ同じ人と し
て公正な権利が保障さ れ るの だ とす る明確な人権思想を打ちだ した と こ ろ に あ る ｡ 今日 で は ､ こ の
ノ ー マ ライ ゼ ー シ ョ ン の 理念 は障害者の みな らず高齢者､ 児童 と い っ た 分野で も広く用 い ら れ る よ
うに なり､ わが国 の社会福祉に も多大な影響を及 ぼ し て い る ｡ (6)
国連 は1981年を ｢国際障害者年+ と して定め ､ そ の テ - マ を ｢完全参加 と平等+ と し､ 障害者差別
の撤廃と機会平等 の 実施を世界に 呼び掛けた｡ 翌年その ガイ ド ラ イ ン と もい え る ｢障害者 に 関す る
世界行動計画+ を発表し､ そ の 実行を各国 に 促 した｡ こ の計画 は､ ｢平等と参加 の 原理+､ ｢ある べ き
者の 改造と し て の 共生 の原則+ な どの原 理 ｡ 原則を明示し ､ 取り組む ベ き具体的 な課題 を明示 した.
ア メ リカ で は障害当事者主体の 自立生活運動が活発化し､ 身辺自立 や経済的自活の 如何 に 関わ り
なく､ ｢た とえ 日常生活上す べ て の面 で 介護を必要と して も自立生活は成り立 っ+ とす る自己決定 権
に 基づく新 しい 自立観 を打ち立 て て そ の ような地域の生活環境の 保障を追求し､ 実践した の で ある o
さ らに､ 自立 した 障害者の機会平等 を求め る声が高ま っ た結果 ､ 1990年の 障害を も つ ア メ リカ 人法
(Am eric an s wi也 Dis abilitie s Act - AD A) が成立 した ｡
(7)
A D A制定の 基本的な意義は､ 障害者に対す る障害ゆ え の差別を法律に よ っ て禁止 した こと にあ る o
また ､ 1964年公民権法と同水準の 権利保障が障害者を対象 と して 実現さ れ た こ と と ､ 従来障害者 に
と っ て 公民権法的存在であ っ たリ - ビ リテ - シ ョ ン法504条の 適用範囲が民間期間や企業､ 地方政府
に ま で拡大され た こ と で ある｡ 主 な内容は以下の 4点 である ｡
(8)
①雇用 に お ける ｢有資格障害者+に対する差別の 禁止 と ｢必要な配慮+ の 義務付け
②州や郡な どの 地方自治体に お ける差別 の禁止
③交通機関や不特定多数が集まる場所 (レ ス ト ラ ン や デ パ
ー ト な ど) に おける差 別 の 禁止と ア ク セ
ス の保障
④聴覚障害者の 剛 ､る電話 (T D D) に対す る電話会社によ る ｢リ レ
ー サ ー ビ ス (聴覚障害者とT D D
を持たな い人との 問に 電話会社の オ ペ レ 一 夕 - が通訳の ように入 る)+ の義務付け
A D A が適用さ れる対象者は幅広く定義され て おり､ 身体障害者､ 知的障害者､ 精神障害者 は言 う
ま で もなく､ HIV感染者な ども含まれる ｡ ア メ リ カ で は障害の 種別を問わずそ の 制定が歓迎､ 指示さ
れて い る｡
イ ギ リ ス で は精神障害者の 入院施設開放と地域生活の 保障と い う コ ミ ュ ニ テ ィ ケ ア の 考え方 と結
びっ けて 発展 し､ 1990年N H S及 びコ ミ ュ ニ テ ィ ケ ア法の成立 に至 っ た｡
各国 の影響を受けな が ら日本で は､ 知的障害者の地域生活の 保障と い う北欧型 の ノ
ー マ ライ ゼ ー
シ ョ ン と､ 身体障害者の 自立生活運動と い うア メ リ カ型 の ノ ー マ ラ イ ゼ ー シ ョ ン と ､ 精神障害者の
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社会復帰と自立生活支援と い うイ ギリ ス 型の ノ ー マ ライ ゼ ー シ ョ ン と が混在す る形 で展開 され て き
て い る ｡
障害者や高齢者の 中に は､ 権利を侵害され ､ 自分の 意思 を表明す る こ とが 困難な環境に い る人た
ちが い る｡ そ の人 たちを代弁し､ 解決に向けて 提言するア ドポカ シ ー (権利擁護) 機能や ､ この よう
な人々 が自立 に向けて 自らの 権利を主張できる よう に支援する エ ン パ ワ ー メ ン ト (権限の 強化) 機
能を地域に 実体化させ て ゆく ことが求め られ て い る｡ 自治体 レ ベ ル で の オ ン ブ ズ マ ン 制度の 導入 な
どはそ の先駆的な試み で ある｡ 現行法で は､ 障害者､ 高齢者の 権利擁護を含む生活支援を法的に支
える制度に な っ て い な い . ノ ー マ ライ ゼ - シ ョ ン の 理念が提示 し た基本的人権の 尊重 と個人の 尊厳
を保障する こ とが ノ ー マ ライ ゼ ー シ ョ ン の 達成とい え るo こ の 達成の ため の基本的前提が 自己決定 ､
自己選択 で あり､ これを援助する要素を含む成年後見制度の 制定が望まれ る｡ (
9)
(2) QO L(生活の質) の 保障
QOL とい う用語 は､ 日本で はリ - ビ リテ - シ ョ ン の分野で 用い られ始め た｡ これ は､ ｢障害者の 選
択権と自己決定権が最大限に尊重されて い れば､ たとえ全面的に 介助を受 けて い て も人格的 に は自
立 して い る+ と いう身体障害者の ｢自立生活思想+ に 基づ い て ､ A D L(日常生活動作) に 代 わ っ て
リ - ビリ テ - シ ョ ン の 目的とな る べ きもの で ､ ｢人生の 質+｢生の 質+ を全面的 に高め て い く こ と で
ある ｡ (10)
自立生活思想 はア メ リカ の バ ー ク レ ー を中心に し た自立生活 (Indepe ndent Living - IL) 運動を
行 っ て い る障害者に よ っ て主張され たもの で あ っ た. 彼らが提 唱 した自立生活支援 サ - ビ ス の プ ロ
グラ ム の 3原則は次の通 りで ある｡ (ll)
①障害者の ニ ー ズが どの ような もの か ､ ま たそ の ニ ー ズ に どう応 え た ら よ い の か を最 もよく知 っ て
い るの は障害者自身である ｡
②障害者の ニ ー ズは､ さま ざまな サ ー ビ ス を用意 して ､ 総合的な プ ロ グ ラ ム に よ っ て 最 も効果的に
満たす こ とがで きる｡
③障害者は ､ その住ん で い る コ ミ ュ ニ テ ィ の な か に で きるだ け統合され る べ きで ある｡
こ の 運動は全米に広がり､ 1972年に は､ 障害者自身が運営する自立生活セ ン タ ー が発足したQ そ こ
で は以下の サ ー ビ ス を提供した｡
①自立生活の た めの ピ ア カ ウ ン セ リ ン グ
②自立生活訓練と指導
③介助者の 募集､ 訓練､ 斡旋
④法的権利擁護 (リ ー ガ ル ･ ア ドポ カ シ ー)
⑤住宅 サ ー ビ ス
⑥移動サ ー ビ ス
⑦健康管理
⑧ レク リ エ ー シ ョ ン や文化活動
⑨就労サ - ビ ス
⑬車椅子や機械の修理サ ー ビ ス
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① - ⑬の中で ､ 成年後見制度 との 関係で注目に 値す るの は④法 的権利擁護 (リ
ー ガ ル ｡ ア ド ポ カ
シ - ) で ある｡ こ れ は､ 法律上 の 権利や福祉の サ - ビ ス を受ける こ と を自ら主張す る こ と が 困難な
障害者に代わ っ て ､ 援助者がそ の 権利や ニ ー ズを主張 したり ､ 必要 な サ
- ビ ス を利用 で きる よう に
するするな ど､ 権利を行使で き る よう にす る こ とで ある ｡ 権利擁護 の 役割 は後見人が 担う と考え る
余地がある の で はな い だろうか ｡
全米に 掛ナるIL運動はそ れま で の 医学モ デ ル で 行われて い たリ ハ ビリテ
ー シ ョ ン に 対し て 生活 モ デ
ル で 行われるリ ハ ビリテ - シ ョ ン を指示した の で ある. ｢医学モ デ ル+ と は､ サ
ー ビ ス 対象者の 病理､
弱さ ､ マ イ ナ ス 面 に着目し ､ 専門職者が行う主動的な援助の あり方をい うo これ に 対して ｢生活モ デ
ル+ は､ サ ー ビ ス 対象者の 強さ ､ 長所､ プ ラ ス面を重視する エ ン パ ワメ ン トの 視点を もち､ 生活状況
や社会生活を全体と して 把握し､ 対象者の主体性､ 選択性を尊重 した 援助の あり方で ある o QO Lは
こ の ような生活 モ デ ル で行われ るリ - ビリ テ ー シ ョ ン の根底 の理念 とな っ て い るの で ある o
(12) そ れ
ばか りで なく､ 今日 で は社会福祉の サ ー ビ ス を企画 ｡ 運営す る側､ サ
ー ビ ス を 提供す る側の 基本理
念とな り つ つ ある ｡
(3) 人権保障 一 自己決定権の 尊重 (
13)
ア メ リ カのIL運動は､ 社会福祉の基本理念の 転換に 大きな役割 を果 た した が ､ 人権保障に つ い て
も影響を及 ぼし た｡ 新し い 自立観と して 自己決定権の行使が 考慮 さ れ た の で ある o しか も単に 抽象
的な概念の レ ベ ル で はな く日常生活の なか で具体化した こ と で あ る o そ れ は､ ケ ア の あり方を本人
が自ら管理 で きる ことが 自立形成の必要条件で ある と考え ､ 自立生活を維持す る た め に は ､ 栄養や
健康管理 ､ 安全管理 な ど､ 日常生活全般 の 自己管理力の 獲得や リ ス クをおかす行為も必要とさ れ る o
また ､ こ の ような生活の積み重 ね を通 し て 自らの 障害の 状況 や課題 に 応 じた自分 な りの 個性的な ラ
イ フ ス タイ ル を見出し､ 確立 し て いく こ とが目標と なる ｡ 様 々 な 他者か らの 支援を受けな が ら自ら
の 自己を回復､ 確立 したり､ 生活主体者と して の 自己形成を図り得 る た め の 現実的 な理念 や生活様
式を確立するた め に自己決定権の 尊重 は重要な要素で あるo
3. 障害の 概念
障害をどの ように 捉え るか に つ い て は､ 1980年世界保健機構 (W H O) が提唱 し た ｢障害を3
つ の
レ ベ ル で考える+ 捉え方が - 般的で ある .
①機能障害 (impairm ent) 長期的に 回復困難な 医学的病変が残 っ て しま っ た結果､ 解剖学的､
生理学的な異常が長期間に推続する こ と
②能力障害 (dis ability) 機能障害に よ っ て生じた長期的に 回復困難な心身の機能 (見る､ 聞く ､
話す､ 歩く､ 考える な ど) の 低下の 状態 で ある こと
I
③社会的不利 (handicap) 機能低下の た め に生じる様々 な社会活動上 (経済的活動､ 文化的活
動､ 対人関係な ど) の 制限の こ と
障害者の人権擁護､ とく に知的障害者､ 精神障害者､ 痴呆性高齢者 に対す る積極的な権利擁護の
た めの 援助が必要で ある理由は ､ ライ フ サイ ク ル全体に共通する放置､ い じめ ､ 差別､ 搾取､ 排除な
どの ハ ン デ ィ 簿 ヤ ツ. プをもわ て い 華 ､ 人と して の尊厳や人権を侵されやす い か らで ある .
'14)
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国際障害者年以前は､ 世界各国の 多くの 障害者福祉は､ 障害を持っ 個人 の デ ィ ス ア ビ リ テ ィ の 問
題の み に 注目し､ 障害者が 一 般の社会に受け入れ られ る こと を 目的 と し た機能訓練､ 教育､ 指導を
重要視したた め､ どんな に訓練を受けて も社会に受け入 れる レ ベ ル に 到達で きな い 人は施設生活を
余儀な くされ た経緯がある ｡ 国際障害者年行動計画で は､ 各国 は障害の 概念の うち ハ ン デ ィ キ ャ ッ
プを最大限 に軽減 ｡ 解消させ る視点で福祉施策を向上させ る べ きで ある こ と､ そ の ため に は､ 建物
の壁 ､ 行政の壁 ､ 心 の壁を取り除く努力 をす べ きで ある こ と を提唱 して い る｡ とく に成年の 障害者
は - ン デ ィ キ ャ ッ プに焦点を置き､ 本人の特性と本人を取り巻 く環境と を個人別 に 評価 し､ 各人 に
と っ て最適な援助方法を個々 に組み立て て い く ことが重要で ある｡ (15)
こ の WH O国際障害分類は､ 現在改訂作業が進め られ て おり､ 環境因子の 重視､ 精神障害領域の 改
善､ - ン デ ィ キ ャ ッ プ分類の 改善､ 児童や高齢者の領域で使い 易くす る こと ､ 3 つ の レ ベ ル の 問の
オ ー バ - ラ ッ プの 解消､ 程度ス ケ ー ル の改善な どの 課題 を解決して ､ 1999年にW H O国際障害分類 バ ー
ジ ョ ン Ⅱ が出版され る｡ (16)
従来の 医学的な視点か ら社会的な視点 - 移行する中で ､ 医学の 分野 だけで は なく社会鐙済や'L､理
的な分野も考慮する必要か ら､ 医学と社会 の問 で以下の よう な対立 モ デ ル が考え られる とさ れる ｡
｡ 個人的問題
･ 医療ケア
･ 個人 に対する治療
･ 専門家の 援助
｡ 個人的
｡ 行動
･ ケ ア
･ 保健ケ ア 政策
･ 個人 の適合
VS 社会的問題
V S 生物心理社会的続合
V S ソ ー シ ャ ル ア ク シ ョ ン
V S 個人や集合体の 責任
V S 環境適合
V S 態度
V S 人権
V S 政治
VS 社会の 変化
これ らの 状況を考慮して新た に 国際障害分類が改訂され たo 機能障害､ 能力博害､ 社会的不利 に
変わ っ て ､ 機能障害 (impair ments)､ ∴活動 (activitie s)､ 参加 (由rticipか tio n) の 3 つ の レ ベ ル で
考え られた ｡ これらの ポイ ン ト となる概念や定義をま とめる と以下 の よう に なる｡
･①機能障害 :身体の構造又 は生理的 ･ JL理的機能の喪失又 は異常の こ と で ある ｡ ポイ ン ト と なる
概念 は､ 身体 (body)､ 機能 (働き) ･ 構造､ 重症度､ 部位､ 継続期間で ある｡ 身体に は脳 とそ の機
能を含む｡ 構造と機能と は､ 目と視力､ 耳と聴力の 関係をさ す｡ 生物医学的な標準が評価の 基本と
なる｡ 機能障害に は 一 時的なもの と恒久的なもの ､ 進行し て い るもの 又 は安定して い る もの ､ 断続
的な もの 又は連続的な もの をさす. 病因は考慮しない o 機能障害 は疾病の 一 部で ある場合又 は その
他め原因で ある こともあり得る｡
②活動 : 個人の レ ベ ル に おける機能の種類と程度の こ.とで ある ｡ ∴活動 は､ そ の 種輯､ 持続性､ 質
の面で制約される こ･とが ある ｡ ポイ ン トとなる概念は､ 個人 (person)､ 活動 (漕動の 制約)､ 困難
さ､ 継続期間､ ㍉要援助で あるo 活動は日常生活に関連した行動や仕事をさす ｡ ま た､ 実際に仕事又は
活動を遂行して い る こ とで潜在能力で はな い ｡ 困難さ と は､ 質的もしく は量的な変容が生 じた とき､
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つ ま り どの 程度行動が で きるの か ､ どの 程度上手に で きるの か とい う こ とで あ る｡
③参加 : 機能障害､ 活動､ 健康状態及 び背景因子 との 関係 の下 で の 個人 の 生活状況 へ の 関与の 種
類と程度で ある ｡ 参加はそ の塵類､ 持続性､ 質の 面 で制限され る こ と が あ る｡ ポイ ン ト と な る概念
は ､ 社会 (s o ciety)､ 参加 (参加の 制限)､ 環境に よる促進因子 と障壁 で あ る｡ こ れ は､ 社会 に おけ
る個人 ､ 経験､ そ して 人が生活の なか で そ の機能障害や活動を制約す る もの を考え な が ら社会参加
して い く こ と で ある｡ 参加は､ 体験される領域に した が っ て 分類さ れ ､ そ こ で は ､ 促進す る もの と
障壁 とな るもの が確定される ｡
やや話が細部に わ た っ た が ､ 成年後見制度を適用す る場合､ 障害や痴呆の 程度に よ っ て 財産管理
や身上監護の 内容は異 な っ て く るが ､ とくに 本人の生活支援を考え る場合､ こ の よ うな 障害分類 の
意味､ 目的､ 内容が考慮さ れ る べ きで はな い か ｡
4. 知的障害(17)者か らみた成年後見制度
(1) 知的障害者の 現状
1990年の 厚生省 ｢精神薄弱児 (者) 福祉対策基礎調査+ に よれ ば､ 知的障害児 ･ 者の 総数 は385,.100
人 (18歳末満が115,100人 ､ 18歳以上が254,400人 ､ 不詳15,600人) で ある ｡ 施設入所児 ･ 者総数101,300
人 (26%) とな っ て おり､ 在宅 の知 的障害児 ･ 者283,800人 (74%) と推計して い るo 在宅知的障害児 ･
者の 内訳 は ､ 18歳以上168,100人､ 18歳未満100,㈹0人､ 不詳は15,700人 とな っ て い る｡ 施設入所は26%
で施設を ｢生活の場+ とす る人 が多い こ とをうかが わせ る が ､ 多くの 場合家族や 親の 申請に より ､
福祉の 措置で施設入所が決定する ように な っ て お り､ 本人の 主 体的 な選択 は存 在し に く い と考え ら
れ る｡ (18)
(2) 現行制度の 限界
① 保護者規定に つ い て
精神薄弱者福祉法第16条1項1号 で ､ 保護者は ｢配偶者､ 親権を行う者､ 後見人そ の 他の者で ､ 精
神薄弱者を現 に監督保護する もの+ と規定され て い る｡ これ は児童福祉法上 の 保護者に 配偶者が加
わ っ た だ けの もの で ある｡ 知的障害をもつ 夫婦が お互 い が相手の 保護者 に な る こ と は不都合が 生 じ
る｡ ま た20歳を過 ぎれ ば親の 親権 はなくな る し､ 親権が なく な れ ばか な らず後見人 を付ける規則 も
ない ｡ 民法7条､ 11条で 禁治産､ 準禁地産制度に よ る 後見人､ 保佐人を付ける制度はあるが ､ 禁地 産
制度や 準禁地産制度に は様々 な問題 が ある ｡ 知的障害者に必要な保護者 は本人の 能力 に応 じて ､ 日
常的に必要な援助をし､ 人権侵害を防止す る役割を果た す人 だ が ､ 現行法で は こ の ような保護者を
手当 てす るため に十分整 っ て はい な い の で ある｡ (
19)
② 実践者､L措置の 問題点
精神薄弱者福祉法の 定め る援護の 実践者は､ 対象者の 居住地 ( 居住地の な い 人は現在地) を管轄
膏る福祉事務所巷蔑置す る都道府県また は市町村であ る｡ ま た援護 の 実践者の 長は基本的に援護 を
行う権限巷梅毒 務所長に委任 で ｡ また ､ 18歳以上 の知的障害を持 っ 人の援護をするた めに ､ 都
道府県の福執事務所に ｢精神薄弱者宿敵司+ を置く,こ とを義務付を才て い るが ､ 市町村 は任意設置で
あるo 精神薄碍者福祉面臥 対象者轡相談に応 じ必要な調査､ 指導を専門的技術をも っ て 行い ､ か
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つ 福祉事務所の 所員に対して も技術的指導をする義務を負うo また ､ 精神薄弱者更正相談所 は､ 知
的障害を持っ 人の 援助する相談機関で あるが ､ 必要 に応 じて 様々 な局面か ら判定 ･ 評価 を行い ､ 専
門的な技術的側面か ら精神薄弱者福祉司に助言をするな ど福祉事務所との 連携が求められ て い る ｡(28)
こ の ように 知的障害者に 対する援助体制は整 っ て はい るが ､ 権利侵害の事態が生 じた場合福祉事
務所や更正相談所で は限界が ある o その 理由と して ､ ①福祉事務所や更正相談所に は法律の 専門家
が配置さ れ て い な い の で ､ 本人の 権利を継続的に保障する援助を行う こ とが 困難で ある こ と ､ ②権
利侵害の 問題 は内在化して ､ 発見 が困難である こ と､ ③行政機関が利害の 対立 する事態で ､ 知 的障
害者の立場に立 っ た援助を行う こ と に は限界がある こ と､ ④知的障害者の 必要に 応 じ て継続的な援
助を行う人的体制及び居所の 揚が不足 して い て ､ 本人の希望に応 え られ な い こと､ 等が 挙げられ る｡
これ らの問題 に対応する ため に も法律､ 援助体制の整備を行う必要が あるo (2り
(3) 知的障害者の財産管理 の 問題
知的障害者施設に お ける財産管理 は､ 多くの場合各施設 ごと の 考え の もと で 対応 して い る の が現
状で あるo 例え ば障害基礎年金 の需給方法をみ て も､ 保護者に - 切を委ね て い る施設 ､ 施設側 が 一
切管理 して い る施設､ ある い は施設 の中で施設が管理 する場合と保護者が管理 する場合とが 混在す
るこ ともあるo そ し て ､ そ の年金の 使い方も各施設 に よ っ て対応 が異な っ て い る ｡ 知的障害を 持っ
人の 財産が本人 の た めに管理 ､ 運用､ 利用され て こ そ､ 本人 の 人権が擁護さ れ る こ と に な るが ､ 問
題が山積して い る｡ (22)
例え ば､ 知的障害者の 保護者は､ 施設の 場合施設長や指導員が 行うが ､ 現場で はあま り理解さ れ
て い な い ため に本人の た めに 障害者年金を使わずに ､ 親に 費消させ て しま い問題 に な る｡ (23) ま た ､
施設職員が猫ばば して しまうな どの 詰もよく聞かれ る｡ 財産管理 の 問題 は ､ 知 的障害者本人 の 死後
に も及 ぶ｡ 施設 で知的障害者が亡くな っ た ときに ､ 長い施設生活の 中で その 存在 さえ 知 らなか っ た
ような縁者ま で が飛ん で きて ､ す ぐに病院に向か うの で はなく ､ 施設 の 事務所で 本人の 貯 金通 帳の
残高を確認 して ､ 施設任せ の葬式をすませ た後､ 残され た本人の 財産を山分けして ､ ｢彼も色々 若い
ときに迷惑 を掛叶 っ ぱなしだ っ たが ､ 最後に い い もの を残し て くれ た+ と述懐するま で の 財産 の 醜
い 争い が ある こ とも指摘されて い るo 知的障害者の 最も身近 な存在 で ある親､ 兄弟､ 障害者福祉関
係の職員な どが､ ｢本人 によか れ+ とい う意識の なか で侵して きて い る人権侵害の 一 側面が ､ 財産問
題､ 日常の 金銭管理の 問題と して 現れ る｡ 本人の財産 は残すた め の もの で はなく ､ 本人が 使うた め
にある こ とを確認する こ とがある こ とが指摘され る ｡ (24)
知的障害者の財産管理の 問題 は､ 主 に入居型の 施設で 問題 に なり､ 在宅の 知的障害者に つ い て は､
保護者は家族な の で財産管理の 問題 は表面 に出にくい o そ の よう な中で ､ い わ ゆ る ｢親亡 き後+ の
財産管理 に つ い て は深刻な問題と し て指摘さ れる｡
(4) 身上監護 に つ い て
知的障害者の 人権を擁護 し自己決定権を尊重する た めに､ 財産面 の み で はな く生活を援助し て い
くた めに は本人 の特性と本人を取り巻く環境とを個人別に評価 し､ 各人 に とrっ て最適な援助方法を
個々 に組み立 て て い く ことが重要で あるo (25) これ は､ 扶養､ 介護の 事実行為と は別に ､ 膚 門知識を
駆使して ､ 保健 ･ 医療 ･ 福祉の 領域に ま たが る ニ ー ズを本人 と結び っ け､ 連携の もと で サ ー ビ ス を
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調整 し､ 必要な総合サ ー ビ ス を提供する必要がある o こ の ような 状況 に 対応す る た め の 手法 と し て
ケア マ ネ ジメ ン トが注目され る ｡
現状の 行政の 援助機関 (福祉事務所､ 精神薄弱者更正相談所な ど) で は､ 縦割 り行政 の 影響を受
けて い る の で機関相互の 連絡､ 連携 は困難な状況 で ある こ とが 指摘さrれ て い る の で ､ 地域生活貢援
セ ン タ ー や地域生活援助事業の 中で ケア マ ネ ジメ ン ト援助の 方法を模索 し て い く べ き で は な い か と
いう指摘が ある｡
5. 精神障害者か ら見た成年後見制度
(1) 法律の変遷 と背景(26)
① 精神病者監護法 (1890年< 明治33年> )
現在の精神保健福祉法の 起源は精神病者監護法に ある ｡ 当時す で に 精神疾患 も身体疾患 と同様に
疾患で ある こ とが明 らか に な っ て い た｡ こ の法律に よ っ て許可 なく精神障害者を監禁す る こ と が禁
じられたが ､ 許可を受ける こ と に よる私宅監置 (監禁) する こ と が可能 で あ っ た ｡ こ の こ と か ら治
安要請の 強い 法律と い われ て い る｡
② 精神病院法 (1919年< 大正8年>)
当時の 精神医学者が､ 精神障害者の救済､ 保護 は国家の 急務 で あり､ 国家
･ 公共の 責任で精神病
院を設立し ､ 私宅監置で はなく､ 病院で の 治療の 必要性を訴 え たo こ の こ と か ら道 府県が 精神病院
を設置し､ 地方長官が精神病者を入院させ る制度､ すな わち精神病院法が制定 され たが ､ 予算の 確
保な どの条件が揃わ ず､ 公立 の 病院設置は十分に は進 ま なか っ たo
③ 精神衛生法 (1950年<昭和25年>)
精神衛生法 は､ 私宅監置 を廃止し､ 措置入院､ 同意入院､ 精神衛生相談所の 設置､ 精神衛生鑑定 医
制度を設 けた点が従来の 法律と は大きく異 な っ て い た o 措置入 院と は ､ 自傷他害の 恐 れ の ある精神
障害者に対し て ､ 精神衛生鑑定 医の 診察に よ り入 院が 必要 で あ る と判断さ れ た上 で ､ 自治体の 長
(知事な ど) の 命令に より入院す る制度で あるo 同意入院と は､ 当該精神障害者の 保護義務者の 同意
に より入院する制度である ｡
精神衛生接が施行された時代は､ 精神病院収容主義の 時代と い え る o 薬物療法も未発達 で ､ 収容
保護が主 たる対処方法で あ っ た o また ､ 社会防衛的機能た重点が置か れ がちで あ っ たo 1965年 (昭和
40年) に通院する精神障害者の た めに 公費負担制度が設けられ たが ､ 結果的に1987年 (昭和62年) の
精神保健法の制定ま で ､ 実 に40年近くその 趣旨が維持される こと に な っ た o
④ 精神保健法 (1987年< 昭和62年> )
看護職員の暴行に より入院患者が死亡 した宇都宮病院事件 (昭和59年) を契機 に ､ 精神医療審査
会､ 入 院時の告知義務､ 退院請求､ 処遇改善請求､ 処遇 の 基準､ 定期病状報告の 審査な ど入院患者の
人権保護の 制度を整備した ｡ 入院形態に つ い て は､ 従来の 強制入院中心か ら､ 本人の 同意に よ る任
意入院が明文化ぎれ た｡
ま た､ 初めて緒神障害者の ため の 社会復帰施設 (精神障害者生活訓練施設､ 精神障害者授産施設)
の制度を創設 し､ 法律の 目的や責務規定な ど に社会復帰の 促進を加えた o
- 38-
1993年 (平成5年) に 一 部改正が行わ れ､ 地域生活援助事業 (グ ル ー プ ホ ー ム)､ 精神障害者社会
復帰促進 セ ン タ ー ､ 大都市特例が設 けられ た｡
⑤ 精神保健及び精神障害者福祉に 関する法律 (精神保健福祉法 [1995年<平成7年>])
1993年 (平成5年) に 障害者基本法が制定 され ､ 精神障害者が基本法の 障害者と して 明確 に位置付
けられ ､ 福祉対策の 対象と して 明記 され た｡
1995年 (平成7年) に制定され た障害者保健福祉法で は､ 法律の 目的に ｢自立の社会参加の促進の
ための 援助+ が加え られ ､ 福祉施設の 位置付けが より 一 層 明確化され た . さ ら に 精神障害者手帳の
創設 ､ 社会復帰施設 の類型が新た に加わ っ た｡
精神障害者に必要な の は､ 能力を性格に判定し､ 必要な世話をする こ と で あ る ｡ 精神保健福祉法
･は､ 密室的な環境の 施設や精神病院の処遇か ら､ 地域生活で の 援助を進 め る方向を示 し て い る｡ そ
の方向をさ ら に進 め て人権を尊重 した生活を送 るに は､ 障害者の 正 し い能力判定と ､ 個別 の後見が
必要に応 じて与え られ なければな らな い ｡ 判断､ 能力 の自己表現 し に く い ､ そ し て 自己決定 し に く
い 障害者を支援する施策と して ､ 身上監護を含めた成年後見制度の 創設が望まれ るの で ある｡
(2) 保護者制度の 問題
精神保健福祉法上 の保護者は ｢その後見人､ 配偶者､ 親権を行う もの 及び扶養義務者+ がな る と
し､ これ らが ない ときまた は これらがそ の義務を負う こ とが で きな い とき は､ 市町村長が な る こ と
とな っ て い る｡ 保護者に は､ 具体的に①治療を受けさせ る義務 ､ ②自傷他害を防止す る義務､ ③財
産上の利益を保護する義務､ ④診断が正しく行われ る よう医師に協力す る義務､ ⑤医療を受けさ せ
る にあた っ て ､ 医師の 指示 に従う義務､ ⑥措置解除に あた っ て退院､ 仮退 院時に引き取 る義務な ど
が課せ られて い る (精神保険福祉法22条) こ れ らの規定は､ 患者家族側か らの発想で はなく ､ 医療の
側か らの 発想であ る｡ (27)
精神保健福祉法上 の保護者の義務は､ 民法の扶養義務より も重 い ｡ 保護義務者は事実上 家族が 行
う ことが多い が ､ 精神障害は､ 20歳以上 に発病する例が多く､ その両親は高齢の た め､ 経済的に も心
理的に も体力的に も限界に達して い て ､ 本人の利益の た めの 保護 の役割を担うこ と は難 しい ｡ ま た ､
患者は医師の 指示 に従う義務が あるの で ､ イ ン フ ォ ー ム ド コ ン セ i' トの 問題が残る｡
また ､ 医療保護入院は､ 精神症状に より､ 本人が拒否 して も周 囲や家族の 診断依頼が 行われ て ､
医師が必要と認め た場合､ 保護者の 同意 により入院させ る ことが できるが､ 保護者の 同意を要件と し
て い る こと で ､ 周囲の た めに運用され る可能性があり ､ 必ず しも本人保護に な らない 問題がある ｡ (
28)
(3) 精神障害者の 捉え方の 問題 (29)
精神障害者は､ ①精神疾患を有する人をさす場合と ､ ②精神疾患とと もに障害の ある人 ､ の 2 つ
の意味がある｡ これは精神障害者の 社会復帰につ い て 検討す る際障害者を医学的に 捉える か生活能
力 に着目して捉え るか ､ そして精神保険施策か精神障害者福祉施策か の違い が で て くる｡
①精神疾患を有する人､ は医学的な 障害の概念で捉え た もの で ､ 精神保健福祉法5条 に 定め られ
る ｢精神分裂病､ 中毒性精神病､ 精神薄弱､ 精神病質そ の他の精神疾患を有する者+ をさす｡ そ七 て
精神保険施策 (予防｡ 治療 ･ 医学的リ ハ ビリ テ ー シ ョ ン ･ 社会復帰の 促進) が な さ れる ｡ ②精神病
室 と共 に障害の ある人､ は精神疾患が ありなお精神障害があ る た め長期 に わたり日常生活又 は社会
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生活に相当な制約を受ける者を さ し､ 生活能力の着目 した障害概念 で捉え る こ とが で きる ｡ 従 っ て ､
障害者基本法2条に定 め られ る ｢身体障 害､ 精神薄弱又 は精神障害 (以下 ｢障害+ と総称す る) が あ
るため ､ 長期に わたり日常性かTj又 は社会生活に相当な制限 を受け る者+ に該当す る. そ し て精神
障害者福祉施策 (社会復帰の 促進 と自立と社会参加の 促進の た め の 援助) が な さ れ る｡ こ れ らの 捉
え方は医学モ デ ル で精神障害者を捉え るか ､ 生活 モ デ ル で捉 え るか の 問題 と 関係が あり ､ それ ぞ れ
の 捉え方で精神障害者に 対す る施策が違 っ て くる こと に注意 をしなければな らな い ｡
(4) 成年後見制度の必要性
精神障害者の治療の た め には本人 の 意思 に反 し て も精神病院 へ の監置を必要とする こ と が ある が ､
裏を返せ ば､ 障害者自身の 自由権の 剥奪に な る｡ そ こ で両 者の バ ラ ン ス を どの よ う に 考え るか が 問
題と な る｡ また ､ 長期収容され る こ とが多い精神病院な どの 施設の 劣悪 な生活環境事態が 人権侵害
ともい え る｡
ま た､ 精神障害者が地域生活を始める に あた っ て は経済行為､ 契約行為な しに は で き な い の で ､
一 定 の コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 能力を前提葺こする生活情報の 理解､ 整理 ､ そ れ に対す る意思決定が要求
され る｡ その ため の援助は福祉の み で はなく法律の 援助も必要だ ろう ｡ ま た ､ 財産の 散逸 に つ い て
も生活全体､ 身体の安全 と資産の 散逸防止の た め､ 脱線行動 をし な い よ う な 見守り ､ 助言 な ど をす
る こ と を身上監護の 内容と し て検討すべ きで はな い か ｡ 病状が い い と き と悪 い とき で 契約の 内容が
変わ っ て くるの で ､ 契約解除の 自由を与えな が ら説得する こ と も考慮す べ き で はな い か ｡ 本人の 判
断が うまくい か ない の が精神障害の病状な の で ､ 財産管理 と身上監護を厳密 に切り離す こ と は で き
な い と考え られ る｡ ま た ､ 病状が知 的障害と精神障害､ 痴呆 と精神障害 と症 状が 重 な る こ とが あ る
の で ど こ で 区別した らよい か の 問題が残る｡
精神障害者の人権を擁護 し､ 支援す るた めに は地域社会で精神障害者を見守る視点も必要 で あ る｡
そ の た め に も､ 精神障害者を財産面 の み で はなく生括支援の 面 で も配慮 し ､ 援助す る必要があ る ｡
成年後見制度の制定が望ま れる理由で ある｡ (30)
6. 身体障害者から見た成年後見制度
(1) 身体障害者の 現状
1991年の厚生省実態調査 によれ ば､ 日本の身体障害者総数は285万6千人 ､ その うち在宅生活者272
万2千人 (95%)､ 施設入所者13万4千人 (5%) と圧倒的に在宅が多い . 主な介護者 は家族が約6
割を占め､ 家族の 割合が高い こと がわか る｡ 介助期間に つ い て は ､ 10年以上介助を受けて い る人が
約3割で ある｡ 長期の 介助期間に もか かわらず家族介護が主た る位置を占め て い る ｡ そ の た め介護
にかか る費用負担が な い と答え た人が 6割で あり､ 家族の献身的な無償の 介護で 在宅生活が支え ら
れ て い る こ とが わか る｡ (31)
(2) 身体障害者福祉法に おけ る身体障害者
身体障害者福祉法㊤ 目的に つ い て は､ 第1条で ､ ｢身体障害者の 自立 と社会経済活動 へ の 参加を促
進する ため ､･身体障審者を援助し1 及び必要に応 じ て保護 し ､ 身体障害者の 福祉の 増 進を図る こ と
を目的と して い る+. こ とが定ぬられ て いる ｡ 身体障害者福祉法が適用 さ れ るの は満18歳以上 の ､ 同
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法別表の ｢身体障害者障害程度等級表+ に 規定する身体上 の 障害が ある者で ､ 身体障害者手帳の 交
付を受けた者で ある ｡ 身体障害は､ 別表に 基づい て 1扱か ら 7級まで 決定され る｡ こ の 中で 身体障
害者福祉法の対象に な るの は6級以上 で ある｡ 身体障害者福祉法15条 に指定さ れ る医師に よ る診断
書を添えた診断書に 基づき､ 各都道府県の 社会福祉審議会が 審議し､ そ の 結果 に よ っ て 福祉事務所
が身体障害者手帳を公布する｡ 精神障害や知的障害が社会的要因で 判断される の に 対し ､ 身体障害
者は医学的要因 で判断され等級真の記述も細かく､ 定義の 比較的 は っ きり して い る もの で あ る ｡ 身
体障害の認定は再審査が あり､ 手帳の 等級 は永続的な もの で はな い ｡ (32)
(3) 成年後見制度の対象 に身体障害者が含まれ るか
成年後見制度の 身体障害者を含める こ とに 関して は､ 諸外国で も国内で も意見が 分か れ て い る ｡
オ ー ス トリ ア の成年後見法は精神面 で 問題に な っ た ときの み適用 され ､ 身体障害者は外されるb こ
れ に対して ドイ ツ で は､ ｢自己の事務処理がで きな い者+ と い う新たな概念を導入 し､ 身体障害者も
対象に 含めた ｡ 日本で も､ 自治体に よ っ て含め るもの (横浜市)､ 含め ない もの (大阪市)が ある ｡
こ の ような状況の 中で ､ 身体障害の結果 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン能力が低下 し て い る場合に つ い て 検討
を要す る｡ また ､ 頭部障害な ど外傷に よる身体障害や 脳血管障害に と もなう高次脳機能障害に よる
身体障害 (失語 ､ 記憶障害､ 観念失行な ど) に より､ 明 らかな知能障害に な っ たり､ コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ
ン能力が困難な場合がある｡ 知能障害の場合､ 18歳未満で あれば精神薄弱者福祉法の対象 に なる が ､
そ れ以上 に な ると対象 とす る法律が ない ｡ 高次脳機能障害に よる身体障害者に つ い て は ､ 従来か ら
使われ て い る知能検査 で は程度の把握は困難で あり､ 日常生 活に 支障をき たす こ と があ る に もか か
わらず ､ 身体障害者福祉法の対象に な らな い ことが ある｡ また ､ 知能検査でIQ75以上 の 場合､ 医学
上知能低下と して も見 られな い ｡
一 見知的能力がある と考え られる高次脳機能障害者で も､ 判断力､ 意思伝達能力 や コ ミ ュ ニ ケ ー
シ ョ ン能力 はきわ めて 困難な ことがあり､ 本人に十分な意思能力が あ っ て も､ 不当な援助や 対応を
受ける危険がある ｡ ま た ､ 情報提供 の手段や意思伝達の適切な方法が 保障さ れ て い な い た め ､ 知的
障害者や精神障害者と同様の ト ラ ブ ル に 巻き込ま れ る危険が高い ｡ 身体障害者に生じる コ ミ ュ ニ ケ ー
シ ョ ン 障害､ ま た身体障害に あわせ た適切な情報提供が行われ な い こと に よる コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン
の困難さ を考え た とき､ 他者の援助 (後見) が必要な場合が あり ､ 障害の特徴を考慮し た上 で 知的
障害者や精神障害者と同様に 成年後見の対象に する べ きで ある｡ (33)
7 . 高齢者と成年後見制度 一 社会福祉の視点から
(1) 高齢者福祉施策
高齢者福祉はノ ー マ ライ ゼ ー シ ョ ン の理念に 導かれなが ら､ 入所か ら適所 へ 移行し､ 施設の 地域
化に よ っ て そ の社会化を進展させ ､ 在宅福祉サ ー ビ ス を総合的に 提供する地域の 拠点に発展 した .
ま た､ 施設入所者の み と関わ っ て い た時代か ら地域の 居住する高齢者の 在宅生活を支援 し ､ 在宅生
活の質を高め ､ 自立支援を基本とする福祉サ ー ビ ス の 提供に 責任を担う時代に な っ た. そ して ､ 対
象者や利用者はある特定 の経済的､ ま たは心身の諸問題 を持 っ 高齢者の み が高齢者福祉サ - ビ ス の
対象者に なる の で はなく､ 誰もが要援護の状態に な る可能性がある ことが認識され る よう に な っ た ｡
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以下 ､ 今 日ま で の 具体的な施策に つ い て検討す るo (34)
福祉の ニ ー ズ の 複雑化､ 深刻化､ 多様化は 一 定の専門的知 識や 技術､ 倫理 を有す る専門職が対応
する こ とが求め られ た｡ そ して専門職同士の 連携に よる ネ ッ ト ワ ー ク の 必要性が 強調 され ､ 在宅福
祉サ ー ビ ス の充実が課題 とな っ た . 1989年 (平成元年) 福祉関係3審議会合同企 画分科会によ っ て
｢今後の 社会福祉の あり方に つ い て+ の 意見具申が提出され た ｡ これ は社会福祉見直しの 具体的方策
の 指針で あり､ 人 口の 高齢化､ ノ ー マ ライ ゼ - シ ョ ン ､ 福祉 ニ ー ズ の - 般化に 対応する た め に 在宅
福祉サ ー ビ ス の重視､ 民間サ ー ビ ス の 活用 ､ 保険 ･ 医療 ｡ 福祉の 連携と 人材の 拡充を方策と し､ 市
民 の生活に より身近な市町村に権限を委譲する こ とが骨子 とな っ て い る｡ (35)
1989年 (平成元年) に は､ 1999年 (平成11年) 度ま で の10年間の 目標と して ､ 厚生 ･ 大蔵 ｡ 自治三
大臣の 合意に よりきた る ベ き高齢社会に 対応 して福祉サ ー ビ ス と施設 の 整備目標を具体的 に 明示 し
た ｢高齢者保健福祉推進十か年戦略 (ゴ ー ル ドプ ラ ン)+ が発表され た . こ こ で は ､ 保健福祉の 分野
に お ける公共サ ー ビ ス の基盤 を整備する ため に 今世紀中の 具体的な数値目標を示 した ｡ (36)
1994年 (平成6年) 老人保健福祉計画 の 作成が各自治体に義務付けられ､ 市町村老人保 健福祉計
画と都道府県老人保健福祉計画がそ れ ぞれ作成された｡ 老人保健福祉計画 の 基本方針 は､ ①地域に
おける総合的ケ ア シ ス テ ム 確立の 視点､ ②在宅 ケア推進の 視点､ ③利用 しや す い 保健福祉サ ー ビ ス
及 び医療との 連携の視点､ ④寝た きり老人 ｡ 痴呆性老人対策推進 の 視点､ ⑤地域性をふ ま え る視点
で ある ｡ ただ し､ こ の ような方向で施策が展開 して いく とき の 問題 は ､ 市町村の 財政基盤の 格差 が
その ま ま福祉サ ー ビ ス の格差 に な る可能性が ある こ とで あるo (37)
1994年 (平成6年) 高齢社会福祉ビ ジ ョ ン 懇談会か ら ｢21世紀福祉ビ ジ ョ ン ー 少子 ･ 高齢社会 に 向
けて+ が発表され ､ ｢21世紀に 向け て介護 シ ス テ ム を構築する こ とが必要 で あり ､ 多様な サ ー ビ ス 提
供機関の 健全 な競争に より ､ 質の 高い サ ー ビ ス が提供さ れ る シ ス テ ム+ の 必要性 が報告され る と同
時に ､ 社会保障の年金 ･ 医療 ･ 福祉の割合を5 : 4 : 1 から5 : 3 : 2･に 変更す る こ とが 提起さ れ
た｡ (38)
同年12月に は高齢者介護 ･ 自立支援シ ス テ ム 研究会か ら ｢新 た な高齢者介護 の 構築をめ ぎ して+
と題す る報告書が提出され ､ 新介蓬 シ ス テ ム の 構築が必要で あり ､ 介護が 国民 的課題 と な っ て い る
現状から､ 公的介護保険制度とケ ア マ ネ ジメ ン ト体制の 整備の 必要性が 報告さ れ た ｡ 新介護 シ ス テ
ム の 主な ポイ ン トは､ ①高齢者自身に よる選択､ ②介護サ ー ビ ス の 一 元化､ ③ ケ ア マ ネ ジメ ン トの
確立 ､ (参社会保険方式の 4点で ある と明記 された.
同年12月に は1989年 (平成元年) に策定され た ゴ - ル ドプ ラ ン の 見直しが な され､ 新 ゴ ー ル ド プ ラ
ン が策定さ れた｡ これ は1989年度に 策定された市町村及 び都道府県老人保健福祉計画の 集計に より ､
現在の ゴ ー ル ドプラ ン を大幅に上回る保健福祉サ ー ビ ス の 整備が 必要 に な っ た こ と等をふ まえ て 全
面見直しをした もの で ある ｡ (39)
199･5年 (平成
■
7年) に は老人採健福祉審議会の 中間報告｢ 新たな高齢者介護制度の 確立 に つ い て+
が提出さ れた o そ して ､ 196年 (平成8.年) に は､ 老人保健福祉審議会は意見 の
- 致が なさ れな い ま
ま､ 多数意見､ 少数意見の 併記 に,
'k る最終答申 ｢高齢者介護保険制度の 創設 に つ い て 一 審議の 概要､
国民 の 理解を深め るJ=め に+′を提 出し たo (40)
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公的介護保険に よ っ て措置 は縮小され ､ 新た に契約 ､ つ ま り利用者が選択す る こ と に な る ｡ 介護
保険法が従来の福祉関係法と異 な っ て い る点は､ これまで の よう に サ ー ビ ス 提供者側の 都合が 優先
され ､ 利用者は提供さ れるサ - ビ ス の 限度で利用する考え方を改め ､ 高齢者自身の 選択に 基づ く利
用者本位の サ ー ビ ス 提供を行お う とし て い る こと で ある ｡ もし､ 要介護認定手続か ら ､ ケ ア マ ネ ジ
メ ン ト に至る サ ー ビ ス 給付決定課程に利用者が参加し､ 希望を述 べ ､ その 希望 を尊重す る形で サ ー
ビ ス が決定されて いくとすれば､ サ ー ビ ス 提供側は保健 ･ 医療 b 福祉の す べ て の 分野 を駆 使し て ､
希望が叶え られ る ようなサ ー ビ ス の 組合せ を考えなければ ならなくな る ｡ こ れが ､ 保健 ｡ 医療 ｡ 福
祉の 連携の基本的な視点である｡ しか し､ 利用者の 自己決定権が 尊重さ れる た め に は､ 利用者に は
十分な情報が提供さ れる こ とが必要である ｡ また ､ 選択する た め に は､ 利用者が考え得る選択 の ど
れ も実現 で きるく らい に かな り多くの サ ー ビ ス が準備 され ､ それ が可能に なる だ 汁の 施設 と人員が
確保されな ければな らない ｡
公的介護保険制度は介護保障とは異なる｡ ま た ､ 公的介護保険制度で はケ ア マ ネ ジメ ン ト が導入
され る. ケ ア マ ネジメ ン ト は､ 要介護者や家族の ニ ー ズを的確に 把握 し､ ケ ア チ ー ム が ケ ア プ ラ ン
を策定 し､ 実行 して いく シ ス テ ム である ｡ ケ ア プ ラ ン 作成に は ､ 要介護者自身が参加 し､ サ ー ビ ス
を選択する権利が ある｡ しか し､ 痴呆な ど判断能力の 乏し い 要介護者は､ 介護保険の 利用 の た め に
自己決定能力を保管するア ドポ カ シ ー の制度が必要である｡ ケ ア プ ラ ン の 作成の 場に参加 して ､ 要
介護者の権利 ･ 利益を擁護 し､ サ ー ビ ス 供給契約の 締結 ･ 利用を実現さ せ る に は､ 身上監護 を含む
成年後見制度の 創設及び要介護者の エ ン パ ワ ー メ ン トを図る権利ソ ー シ ャ ル ワ ー カ ー を充実させ る
必要が ある ｡ 財産管理の み で はなく､ 身上監護や権利擁護 を含め た成年後見制度が必要で ある ゆえ
ん で ある｡ (41)
(2) 高齢者に と っ て の 成年後見制度 一 身上監護を中心 に (42)
高齢者に と っ て の成年後見制度に つ い て ､ とくに身上監護 で ある と考え られ る事案に つ い て検討
をする ｡
第1 に ､ 居所指定に つ い て であるが ､ 重度の 痴呆性高齢者の 場合現在の と こ ろ多く は ､ 特別擁護
老人ホ ー ム へ の 入所と な っ て い る｡
J
ま だらぼ け等で軽度の痴呆性高齢者の 場合緊急 シ､ヨ - ト ス テ ィ
利用に 至る場合が ある . 例え ば小火が おきたり とられ妄想が お きた こ とが 原田と な っ て い る o 軽い
痴呆の 場合環境が変わる と多くが痴呆の 症状は進む ｡ 独居の 場合特に 進む場合があり周囲が 今後の
危険を予測 して利用した ｡ 緊急 シ ョ ー ト ス テイ か ら緊急入所 へ 自動的に 指定さ れ て しま っ て い る こ
とが ある ｡
痴呆性高齢者や その 家族が必ずし も入所を希望して い な い の に ､ 周囲の 痴呆性高齢者 へ の 理解を
え る ことが 出来ず､ 止むを得ず老人保護施設を利用したが高齢者自身が 何事に も意欲をな く して し
ま っ たた め在宅介護へ 戻そうと した こ とがある ｡ 在宅支援セ ン タ + で も居所指定の 重要性 に つ い て
はあまり意識が な い の が現状で ある｡ 本人の 意思や家族の意思 より近所やまわりの判断や都合に よ っ
て 居所指定が なされ て しまう場合がある
本人が ア ル ツ - イ マ 一 にな っ て家の 中で しか動けなくな っ た場合､ 家族は本人に対 し協力､ 援助
したい とい う希望があ っ たの で ､ 民生委員な ど へ の対応が問題 とな っ た｡ 近所関係は比較的良好だっ
- 43-
た の で ､ 近所問同士 の対応を考え た o こ の 場合､ 痴呆 の た めの グル - プ ホ ー ム は少な い の で ､ もし､
生命に危険な状況 がある と､ 緊急入所な どの 措置に な る｡
第2 に ､ 虐待に つ い て で あるが ､ 高齢者が要介護者に な る前の 人間 関係 (例え ば嫁姑) が 原因の
ひと つ に なる こ とが ある｡ こ れ は嫁が介護に耐え られ なくな っ て 虐待に は し る ケ ー スー が ある ｡ だ か
ら､ 高齢者本人 の人権を考慮す る こと も重要だ が同時に周囲 の 介護負担の 問題 も同様 に視野に 入 れ
る必要がある｡ また ､ 介護 サ ー ビ ス を受けな が ら ｢介護を受ける ほ ど落ちぶ れ て し ま っ た+ と い う
意識か ら､ 自己虐待に はしる ケ ー ス が もある｡
虐待に つ い て は､ 家族に よ る虐待と施設内で の 虐待の 問題 が あ る｡ ま た ､ 虐待さ れ て い る本人 が
虐待を自覚 して い るか どうか に つ い て は､ 周りの 人 の み で は判断で きな い 場合が あ る ｡ 虐待の 問題
を考え る場合､ 根本に は ｢人権+ があり ､ 判断基準と して は ｢社会的相当性+ とい う抽象概念に なるo
従 っ て ､ 成年後見制度の身上監護の 内容と関係が ある と考え られ る . ケ ー ス ワ ー ク 的に ケ ー ス ワ
ー
カ ー か ケア マ ネ ジ ャ ー が 関与し て ド ロ ド ロ し た人間関係を ク リ ア す る た め の ケ ア マ ネ ジメ ン ト を考
える余地がある の で はな い か｡
ま た ､ 不動産や高額な財産の 管理 で はなく ､ 日常金銭管理 に つ い て も問題 に な る ｡ 身近 に 家族な
どが い なければホ ー ム ヘ ル パ ー が 日常金銭管理 を行 っ て い るの が現状 で あ る ｡ ま た 一 人 で 動く こ と
の 出来な い人が他人 (近所の人 な ど) に買物な どを頼む場合､ ま わり へ の気兼ね か ら必要以上 に金
銭 を払 っ て しまう こ とが ある｡ こ の ような状況 は痴呆 でな くて も起 こ る｡ 軽い 痴呆 の 場合､ ｢と られ
妄想+ が 問題 に な る｡ ｢- ル パ ー さん が通帳を盗 ん で しま っ たの で 公共料金 が支払え な い+ と警察と
郵便局 へ 連絡 して しま っ た ことが あ っ た o こ れ は特別な例で はな く､ 民生委員や福祉事務所を は じ
め と し､ 地域 の 関係機関の 間で も金銭管理の シ ス テ ム 化を実現 した い 旨の 声が最 近 あが る こ とが 多
い ｡
ホ ー ム ヘ ル パ ー も金銭管理者の 可能性が あるの で はな い か o ボ ラ ン テ ィ ア だ と本人 の 日常の 金銭
の 本当の必要性が把握で きる の か とい う問題 がある ｡
民法で は､ 858条に禁治産後見人の 療養看護義務の規定があるの み で ある｡ 高齢者 に つ い て は財産
管理 の 問題が中心 に議論されて き たが､ 日常生活を支援する視点か らどの ような援助が必要 なの か ､
後見人の 役割は何かを社会福祉の 視点か ら議論 しな おす必要がある の で はない か o
8 . 結びにかえ て
成年後見制度に つ い て ､ 社会福祉の視点を取り入れて検討を試み た ｡ 知的障害者､ 精神障害者､
身体障害者､ 高齢者の 問題で共通 し て い え る こ と は ､ 後見人の 役割に つ い て は ､ 自立し た 日常生活
の た めの 支援を どの よう に すれば よい か､ 生活の 質を高める た め に 環境を ど の よ う に整 え た らよ い
か､ とい う問題 が 一 番重要だ とい う こと で ある｡ そ の ため に は財産管理 より も身上監護が重要で あ
る o 身上監護イ 奉理念 臥 生存権の 保障と自己決定権の 尊重 で あるo 居所指定､ 虐待は､ 生存権の
保障に かか わ る問題で ある ｡
機会紅 つ い
ス 法律の 連携
障
敵襲る
.
邑 と､
､ 高齢者の 日常生活を支援す る た め に 保険 ･ 医療 ･ 福祉 プ ラ
由手法と して ケア マ ネ ジメ ン ト を用い る こ と と考え る こ と は
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で きな い で あろうか ｡ ケ ア マ ネ ジメ ン ト に つ い て は公的介護保険で 議論 さ れ て い るが ､ 成年後見制
度で必要とされ るケ ア マ ネジメ ン ト は公的介護保険の ケ ア マ ネ ジメ ン ト より広い 意味と考 える必要
が ある｡ 施設 の場合､ 施設内で ケ ア マ ネジ ャ ー が 一 人認定 さ れ れば よ い の で ､ 独立 し た ソ ー シ ャ ル
ワ ー カ - で はなく職員の 一 人と して ､ 十分な ケア マ ネ ジメ ン トが で きな い場合が ある ｡ そ の た め に
第三者機関 (オ ン ブ ズ マ ン) が チ ェ ッ クする必要があるの で はな い か ｡ 身上監護 後見人 に 第三者機
関の 役割をす る可能性はあるの で はな い だろうか ｡ 身上監護と ケ ア マ ネ ジメ ン ト の 関係に つ い て ､
十分に議論する必要がある ｡
ま た､ 障害者､ 高齢者の 能力 に つ い て である が､ 現行法で は､ 民 法7条に よ る禁治産宣告に 掛ナ
る ｢心神喪失の常況+ の判定の 問題が ある ｡ 禁治産宣告をさ れ ると能力 は全く な い こ と に なる占 し
かし､ 知的障害や精神障害や痴呆は､ その 時の 状態 で判断能力が ある場合と な い 場合が あ る｡ 医学
上の判定の みで は､ 障害者や高齢者の残存能力を活かす こ と はで きな い の で ､ 生活面か ら の判断を
する こ と はで きない だ ろうか ｡ ア メ リカ の よう に ｢たとえ 日常生活 の す べ て の 面 で 介護を 必要 と し
て も自立生活は成り立っ+ とする自己決定権 に基づく新しい 自立観を適用す る可 能性も検討すべ き
で あ る｡
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84長谷川泰造編 『く ら しの相談室 成年後見 Q & A< 有斐閣選書>』(1995年< 平成7年>) 6
- 7
頁
姻前掲(3)8頁
姻国際障害分類の 改訂の 内容 に つ い て は ､ Cille Ke n n edy ｢WH O(世界保健機構) の 国際障害分類の
改訂作業と 障害者 の リ - ビ リ テ ー シ ョ ン へ の 影響+ リ - ビ リ テ
- シ ョ ン 研 究94号 (1 998年
< 平成10年>)3頁､ 8 - 9貢参照
帥 ｢知的障害+ の 用語 に つ い て は､ ｢精神薄弱+ に替わる用語と して ､ 平成7年厚生省委託 に よ る心
身障害研究班の 結論で ｢知的発達障害+ とする こ と､ 簡略化して ほ口的障害+ と呼称すること にな っ
た (基本概念 を変えな い こ とを前提とす る)o ｢ 児･ 者+ を付加する場合は ｢知的発達障害の ある人+
略して ｢知的障害の ある人+ とすろ旨､ 付帯意見があ っ たo ｢知的障害+ に は､ 成人期､ 頭部捜傷
な どに よる知的障害､ ア ル ツ - イ マ - 病 に よる知的障害な どが含ま れ るが ､ 発達期の 知的障害を
｢知的発達障害+ と限定し て い る ｡ これ を障害者基本法に よる障害の 3 つ の 区分の 中の ｢精神薄弱+
を置き換え る場合 ｢知的発達障害+ とす るか ､ す べ て の ｢知的障害+ を含むか の 論点が残さ れて い
る｡ な お､ 法律上の 用語 は ｢精神薄弱+ の まま で あるo
吐母厚生統計協会 『国民 の福祉の動向1996年』161頁
8頚前掲(3)20- 21貢
C2C?前掲(3)22頁
糾前掲(3)22- 23貢
¢頚長谷川泰造､ 浅輪田鶴子､ 北沢清司 ､ 横滞敏男､ 大垣勲男､ 高村浩 『特集 財産管理と人権』 月刊
愛護1994年 (平成6年) 2月号8頁
申頚前掲¢910- 11真
鯛前掲C2功20- 21頁
¢頚前掲(3)9頁
餌 『新 ･ 社会福祉学習双書』 編集委員全編 『第8巻障害者福祉論Ⅱ (精神保健
･ 精神障害者福祉)』
(1997年< 平成9年> 23- 25頁
e7)前掲(3)39貢
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留母前掲(3)40頁
銅前掲㈹15 - 16貢
白鴎大津理尋 ｢社会福祉との接点を求め て 一 日本社会福祉士会成年後見制度研究委員会に お ける検討
に参加 して+ 判例タイ ム ズ946号 (1997年< 平成9年>)59頁
鮒松本真 一 編著 『M IN E R V A福祉専門職セ ミ ナ - ②現代社会福祉論』(1998年< 平成10年>)234頁
¢頚前掲串c*59頁
鰯¢カと同じ
朗前掲帥212頁
鰯前掲郎212- 213真
綿 ゴ ー ル ドプ ラ ン の内容､ 経緯に つ い て は ､ 石川恒夫 ｡ 吉田克己 ･ 江 口隆裕編 『高齢者介護 と家族 一
民法と社会保障法の 接点 - 』(信山社､ 1997年<平成9年> )13貢以下
67)こ の指摘に つ い て は､ 前掲¢舶15頁以下
紳21世紀福祉ビ ジ ョ ン の経緯に つ い て は､ 前掲納22頁以下
銅 ｢新たな高齢者介護 シ ス テ ム の 確立 に つ い て+ と ｢新ゴ - ル ドプ ラ ン+ の 内容､ 経緯に つ い て は､
前掲25 - 28頁､ 野田愛子 ｡ 升田純編 『高齢社会と自治体 - 新たな成年後見 シ ス テ ム の 模索と構築』
(日本加除出版､ 1998年< 平成10年>)25頁以下
如 この 指摘に つ い て は前掲el)216頁
叫河野正輝 ･ 菊地高志編 『高齢者の 法』300貢
¢カ前掲帥59- 60頁参照
(わたな べ さや こ)
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